
第 4 回 連携・協力推進会議 議事次第 

日 時：平成 24 年 7 月 20 日（金）15:00～17:00 
場 所：国立情報学研究所 20 階講義室 1,2 
出席者：次頁参照

議 事：

１．前回議事要旨案について

２．国立情報学研究所 学術コンテンツ関連事業の活動状況（報告）

３．大学図書館コンソーシアム連合 運営委員会の活動状況（報告）

４．大学図書館コンソーシアム連合の持続性確保に向けた新要項及び会費について（審議） 
５．これからの学術情報システム構築検討委員会について（審議）

６．SCOAP3の進捗と今後の進め方について（審議） 
７．機関リポジトリの今後の推進について（審議）

８．その他

arXiv.org の支援について（報告） 
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平成 23 年度第 2 回連携・協力推進会議議事要旨（案） 

 
1. 日時：平成 24 年 2 月 8 日（水）15：00～16：40 

2. 場所：国立情報学研究所 20 階実習室 1,2 

3. 出席者： 

（委員館） 

安達学術基盤推進部長、青木学術基盤推進部次長（国立情報学研究所）、古

田館長、田中事務部長（東京大学附属図書館）、波多野館長、関川副館長（筑

波大学附属図書館）、石井学術情報課司書（横浜市立大学学術情報センター）、

飯島館長、中元事務部長（早稲田大学図書館）田村所長、宮木本部事務長（慶

應義塾大学メディアセンター） 

（陪席） 

首東大学図書館係主任（文部科学省情報課学術基盤整備室）、武川学術基盤

課長、鈴木学術コンテンツ課長、細川学術コンテンツ課副課長、森学術コン

テンツ課専門員、尾城図書館連携・協力室長（国立情報学研究所）、木村総

務課長、高橋情報管理課長（東京大学附属図書館）、上原情報管理課長、福

井情報管理課企画渉外係長（筑波大学附属図書館）、関本部課長（慶應義塾

大学メディアセンター） 

 
4. 議事： 

 
議事に先立ち、NII・安達部長から委員長選出にかかるこれまでの経緯及び今後の

運営方針について報告及び提案があり、委員長については NII 及び国公私立大学図書

館協力委員会で交互に選出すること、また、坂内所長の任期（～平成 23 年 7 月 31

日）満了後の期間（平成 23 年 8 月 1 日～平成 24 年 7 月 31 日）は、国公私立大学図

書館協力委員会側から選出することを確認した。 

 
委員長選出 

  上記の方針を確認後、連携・協力推進会議設置要綱第４条に基づき、委員長の選出

を行い、筑波大学・波多野館長が選出された。 

 

 
（報告事項） 

（１）前回議事要旨案について 

NII・鈴木課長から資料 1 に基づき前回議事要旨案の説明があり、原案どおり承

認した。 

 
（２）国立情報学研究所 学術コンテンツ関連事業の活動状況 

 NII・鈴木課長から資料 2 に基づき報告があった。 

資料 No.1 
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（３）大学図書館コンソーシアム連合 運営委員会の活動状況 

 筑波大学・関川副館長から資料3-1,3-2,3-3に基づき運営委員会の活動について、

また、NII・尾城室長から資料 3-4 に基づき JUSTICE の活動状況について報告が

あり、意見交換があった。 

 

（４）SCOAP3の進捗状況について 

NII・安達部長から資料 4-1～4-4 に基づき報告があった。今後の対応について、

次の意見交換があった。 

 EoI には、現在の支払い額よりも安くなることを参加の条件として明記してい

るが、その点を確約したのがプレスリリースに名前の挙がっている出版社なの

か。 

 原理的にはそうである。問題はどうやってお金を集めて支払うかである。

米国のように各大学で EoI にサインをした場合、CERN から各大学に対

して請求書を発行することになるだろうが、日本のように 3 者で署名して

いる場合、どうやれば手続き上面倒にならないかが課題である。 

 具体的な分担額や支払い等のスケジュールはいつ頃明確になるのか。さらに大

学側の事情を申し上げると、CERN からの請求書の他に、出版社からも入札に

より安くなった差額を証明する文書も出してもらえると手続きがスムーズに

なる。 

 2 月 9-10 日と CERN で運営委員会があり、入札の仕様書や今後のスケジ

ュール等について議論することになっている。また、その後でドイツの

TIB を訪問することになっており、ドイツでも TIB（ドイツ技術情報図書

館）、MPG（マックス・プランク協会）、DESY（ドイツ電子シンクロトロ

ン）の 3 者で EoI にサインしていることから、経費分担の方策等について

情報収集してくるので、今後、詳細な情報等が分かり次第、随時、関係機

関にお知らせする。 

 
（審議事項） 

（５）大学図書館コンソーシアム連合の安定的・持続的な活動体制の確立に向けて 

 筑波大学・関川副館長から資料 5-1～5-3 に基づき説明があり、次の意見交換が

あった。今後、具体的な要項や会費設定について運営委員会において検討を進める

ことを承認した。 

 JUSTICE の運営に当たる組織（会議体）の位置づけはどうなるのか。 

 名称や機能、役割をどうするか等はまだ検討中。JUSTICE は具体的な活

動をする組織であり、組織運営そのものにエネルギーを割かれるのは本末

転倒。複雑な組織構成にならないようにしたい。 

 JUSTICE は協定書にある協力事項の一部をカバーするための組織。NII

の立場としては、きちんとガバナンスが確立した枠組の中で、EJ のみな

らず機関リポジトリ等の課題についても相談できるのはありがたい。しか
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し、物事には順番があり、まずは JUSTICE の担う役割を成功させること

が大事。参加館にとって会費を払うメリットを明確にしながらも、

JUSTICE の活動に支障がないよう検討を進めてほしい。 

 国大図協では、各地区で意見を聞いたところ、規模に応じた会費体系を望む意

見が多かった。しかしながら参加館としての権利は一律一票であることから、

一律の会費に加えて、規模に応じた額をプラスした二段階の会費体系にすると

いう案も考えられる。 

 東京地区での議論では、会費が数万程度であれば一律でもよいとの意見が

あった。現状でも、大規模大学は事務局に人を派遣しており、人的に貢献

していることを考慮して、当面は一律の会費でもよいのではないか。 

 大規模大学でも定員は厳しい状況。人を派遣すればその後は欠員にせざる

を得ない。せめて非常勤職員（週 40 時間）を雇用できるくらいの協力費

を頂けるとありがたい。 

 PULC ではこれまで具体的な会費の話はしていない。JUSTICE としての事業

の輪郭、規模感、運営の財源等が明確になれば、幹事会に諮り意見を聞くこと

はできるが、PULC は国大図協以上に各館の意見の幅が広く、現時点での検討

段階では時期尚早の感がある。さらに、事業規模、会費の根拠を明確にし、何

のために会費を払うのかを参加館に示せるよう検討いただきたい。 

 今後の流れとしては、3 月末までに会費を含めた財源、要項案をまとめて、国

大図協等各協会や PULC の意見を伺う。それぞれの意見等を踏まえた具体的

な案を来年度６月～7 月開催予定の連携・協力推進会議に諮り承認を得る。そ

の後、確定した要項を示してあらためて JUSTICE への参加を募ることとした

い。 

 

（６）今後の連携・協力の在り方について 

 筑波大学・関川副館長から資料 6-1 に基づき、国公私立大学図書館協力委員会か

らの提案について説明があった後、続けて、NII・青木次長から資料 6-2 に基づき

説明があった。両者の提案内容が同様の趣旨であることから共同提案として審議し

た結果、連携・協力推進会議の下に、『電子情報資源を含む総合目録データベース

の強化』の具体的な検討組織を設けることを承認した。今後、詳細な組織体制やス

ケジュール等については、NII と国公私常任幹事館で検討を進め、次回の連携・協

力推進会議において具体的な体制等について、審議することを確認した。 

 また、上記以外の連携・協力に関して次の意見交換があり、機関リポジトリへの

対応についても、NII 及び国公私常任幹事館で議論の状況や課題等を共有しながら、

具体的な推進策を検討していくことを確認した。 

 機関リポジトリについては、NII の学術コンテンツ運営・連携本部の下で、CSI

委託事業を推進しており、第 3 期の委託事業が平成 24 年度までとなっている

ことから第 3 期終了までは CSI 委託事業の枠組で進めることをご了解いただ

きたい。それ以降の方策については、学術コンテンツ運営・連携本部でも平成

24 年度中に検討し、結論を出したいと考えている。 
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 機関リポジトリについては、並行して、連携・協力推進会議の枠組でも、

受け皿となる組織の検討を平成 24 年度から開始したいと考えている。 

 
波多野委員長から、次回は来年度の 6 月または 7 月頃を予定していること、おって事

務局から日時の調整をすること、また、次回開催時には次期委員長の選出を行う旨、連

絡があった。 

 
以 上 



学術コンテンツ関連事業の活動状況

 事業・サービスの平成24年度の主な活動
1. 目録所在情報サービス

 電子リソース管理データベース（ERDB）プロトタイプ構築プロジェクト 【別紙１】

 総合目録データベース遡及入力事業（第3期3年目・23機関応募中9機関実施）

2. 学術機関リポジトリ構築連携支援事業
 共用リポジトリ（JAIRO Cloud）の活用 【別紙２】

 学術機関リポジトリ構築連携支援事業（第3期3年目・領域1：34機関, 領域2：7ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ, 領域3：4ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ実施）

3. 学術コンテンツ・ポータル
 CiNii（Articles, Books）、KAKEN等のサービス改善

4. 電子アーカイブ事業
 NII-REO HSS（人文社会科学系コレクションアーカイブシステム）MOMWの運用開始 【別紙３】

5. 教育研修事業
 NACSIS-CAT/ILLセルフラーニング教材の評価

6. 国際学術情報流通基盤整備事業
 SPARC Japanセミナー等のアドボカシー活動の継続、国際連携（SCOAP3等）

 課題
1. CSI委託事業第3期終了後の方針検討

2. 連携・協力推進会議及び学術コンテンツ運営・連携本部との関係整理（→議事5, 8）

3. 大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）との連携・協力体制の整備（→議事4）

4. コンテンツサービス用システム更新（平成25年3月末）
 目録所在情報サービス用システム，学術コンテンツサービス用システム

資料No.2
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電子リソース管理データベース（ERDB）プロトタイプ構築プロジェクト 【別紙1】

概要
• 大学図書館との協力によるNIIのプロジェクト

– NII, JUSTICE, 大学図書館（東北大学, 東京大学, 電気通信大学, 一橋大学, 横浜
国立大学, 京都大学, 九州大学, 大阪市立大学, 学習院大学, 慶應義塾大学, 明治
大学, NII）

• 電子リソースの書誌情報と契約情報を一元的に管理した日本国内の
大学図書館等で入手可能な電子リソースの総合目録

目的
• 利用者のアクセスを支援

– 紙と電子の統合的な検索サービス

– ERDBの契約情報を活用した本文への適切なナビゲーション

• 図書館の管理業務支援

– 契約情報の一元的管理

– 利用統計活用

＊平成24年度はERDB開発の基礎情報を得るため、プロトタイプを構築・検証

＊平成25年度以降の活動、継続的な事業のあり方について要検討
2



共用リポジトリの本運用開始 【別紙２】
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大学等との連携により推進している
「学術機関リポジトリ構築連携支援事業」
等により支援。
→約２３０機関が機関リポジトリを構築し、
→約１２０万件の教育研究成果を発信。

背 景

大学等の教育研究成果を発信する機関リポジトリの構築を推進し、オープンアクセスの進展を図るため、独自で
リポジトリの構築・運用が難しい機関に対して共用リポジトリを提供する。

共用リポジトリの目的

機関リポジトリ数の伸び

国立大学は９割構築済み。公立は２割，私立は１割にとどまる。
→独自でリポジトリの構築・運用が難しい機関に対して、各機関が共通利用
できる共用リポジトリのシステムを構築することが必要。
（科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤部会学術情報基盤作業部会「大学図書館

の整備及び学術情報流通の在り方について（審議のまとめ）」（平成21年7月））

課 題

共用リポジトリの利用拡大と活用促進
→平成23年度から申請を受付、平成24年度から正式サービス開始

現 状

A共同利用機関

多様な機能を実現するとともに収録規模の拡充、シス
テムの分散化、コンテンツの長期保存を図る必要あり

A大学

C大学

運用機関（ＮＩＩ）

各機関は
オンデマンドで

利用

ハードとソフトは
NIIが

構築・運用

 JAIRO Cloud（共用リポジトリ）

申請

機関数

内訳

私立 公立 短期 その他

70 56 5 5 4

（平成24年5月末現在）

3



NII-REO HSS（人文社会科学系コレクションアーカイブシステム）MOMW 公開 【別紙３】

 概要
- 人文社会科学分野における原資料（文書、報告書、図書等）をオンラインで利用可能とした電子コレク

ションについて、NIIと大学図書館コンソーシアムとで共同導入し、我が国の大学等へ安定的・継続的
に提供するサービス

- NIIが構築・運用するNII-REO（電子ジャーナルリポジトリ）を機能拡張し、人社系コレクションについて
も順次、搭載・提供を行う

 収録コレクション
- 19th &20th Century House of Commons Parliamentary Papers（HCPP）

（19/20世紀英国下院議会文書データベース）

- The Making of the Modern World, The Goldsmiths’-Kress Library of 

Economic Literature 1450-1850（ゴールドスミス・クレス両文庫所蔵

社会科学系学術図書データベース）

 今後のスケジュール
- 購読機関はMOMWの版元であるセンゲージ社提供のプラットフォーム及び

NII-REO HSSの両方にアクセス可能（平成25年3月まで）

- JUSTICENIIコンソーシアム割引価格での購読機関募集（平成25年3月まで）

- 平成24年度中に18世紀HCPPをNII-REO HSSにて公開予定

- 引き続き、大学図書館とNIIとの連携・協力の下、収録コレクションの拡充に

ついて提供元出版社と協議のうえ推進

NII-REO HSS画面例

4
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大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）の活動報告（平成 23 年度） 
 

１．活動体制の整備 

（１）運営委員会 

・国公私立大学図書館の主に部課長クラスの委員により構成（13 名） 

・運営委員会の下に主に担当者クラスの協力員を配置（22 名） 

・交渉方針等の基本事項を策定 

（２）事務局 

・国立情報学研究所学術基盤推進部に図書館連携・協力室を設置 

・大学からの出向による事務局職員を配置（3 名） 

・交渉準備，参加館への情報提供，調査，連絡・調整等を担当 

（３）ウェブサイトとメーリングリストの整備 

  ・JUSTICE サイト 

   ・http://www.nii.ac.jp/content/justice/ 

  ・メーリングリスト 

   ・参加館担当者，運営委員会，契約状況調査用等 

（４）参加館 

  ・510 館（国立：94／公立：61／私立：353／その他：2）（平成 24 年 3 月 31 日時点） 

 

２．活動計画 

（１）出版社交渉の強化 

（２）交渉のための基礎データの集約 

（３）JANUL と PULC のコンソーシアム業務の統合 

（４）安定的・持続的な運営に向けた検討（組織のあり方，財源・人員確保等） 

（５）その他の検討課題 

  ・参加館向け支援活動 

  ・人材育成 

  ・新たな事業・サービスのための調査と企画 

 

３．主な活動経過 

4 月 1 日 JUSTICE の発足。 

4 月 28 日 契約状況調査を開始（事務局より参加館に調査票を送付）。 

5 月 10 日 第 1 回運営委員会開催（平成 23 年度活動方針，出版社交渉計画等について

審議）。 

6 月 3 日 国立大学協会経営委員会にて，事務局から JUSTICE の発足について報告。

資料 No.3-1 
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6 月 16 日 国大図協総会ワークショップにて，事務局から JUSTICE の活動状況につい

て報告。 

6 月 21 日

～31 日 

サンメディア社主催の「第 7 回学術情報ソリューションセミナー」（札幌，東

京，大阪，福岡で開催）に事務局が参加し，JUSTICE の活動を紹介。 

6 月 28 日 第 2 回運営委員会開催（出版社交渉の進捗，版元提案説明会の開催，バック

ファイル等の整備について審議）。 

7 月 11 日

～14 日 

Springer 社の Library Advisory Board Meeting（ソウルにて開催）に運営委

員会のメンバーが参加。 

7 月 15 日 第 1 回連携・協力推進会議開催（JUSTICE の活動方針，バックファイル等

の整備について審議）。 

7 月 22 日 国公私立大学図書館協力委員会にて，事務局から JUSTICE の活動状況につ

いて報告。 

7 月 27 日

／29 日 

Thomson Reuter 社主催の「図書館員のための Web of Science キャッチアッ

プ・セミナー in 東京／大阪」に事務局が参加し，JUSTICE の活動を紹介。

9 月 1 日～

2 日 

私立大学図書館協会総会に JUSTICE として出展し，広報活動。 

9 月 10 日 日本医学図書館協会総会分科会にて，事務局から JUSTICE の活動を紹介。

9 月 12 日

／14 日 

版元提案説明会を東京（12 日，学術総合センター）と大阪（14 日，関西大

学）にて開催。 

9 月 18 日

～21 日 

国際図書館コンソーシアム連合（ICOLC）のイスタンブール会合に JUSTICE

関係者を派遣。 

10 月 14 日 第 3 回運営委員会開催（出版社交渉のまとめと今後の課題，年度後半の活動，

安定的・持続的な活動体制の確立）。 

11 月 2 日 日本薬学図書館協議会北海道・東北地区総会講演会にて，事務局から

JUSTICE の活動を紹介。 

11 月 14 日 東京西地区大学図書館協議会研修セミナーにて，事務局から JUSTICE の活

動を紹介。 

11 月 24 日 広島大学図書館職員研修会，平成 23 年度広島県大学共同リポジトリ勉強会

にて，事務局から JUSTICE の活動を紹介。 

11 月 29 日 静岡大学附属図書館セミナーにて，事務局から JUSTICE の活動を紹介。 

12 月 1 日 国立大学図書館協会秋季理事会にて，事務局から JUSTICE の活動状況につ

いて報告。 

12 月 4 日

～7 日 

EBSCO Publishing 社のアジア・アフリカ・オセアニア地域アドバイサリー

ボード会議（ハワイにて開催）に運営委員会のメンバー，事務局が参加。 

12 月 8 日 国公私立大学図書館協力委員会にて，事務局から JUSTICE の活動状況につ

いて報告。 
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12 月 13 日 第 4 回運営委員会開催（来年度の出版社交渉，安定的・持続的な活動体制の

確立）。 

1 月 23 日 第 5 回運営委員会開催（安定的・持続的な活動体制の確立，2013 年度契約に

向けての出版社交渉について）。 

2 月 7 日 国大図協が主催するシンポジウム「学術情報流通の改革を目指して ５～電

子ジャーナル・コンソーシアムとバックファイルの基盤整備～」を後援。 

2 月 8 日 第 2 回連携・協力推進会議開催（JUSTICE の活動状況，安定的・持続的な

活動体制の確立について審議）。 

2 月 9 日 出版社等を対象とした出版社交渉説明会を開催。 

3 月 15 日 横浜市内大学図書館コンソーシアム研修会にて，事務局（実務研修生）から

JUSTICE の活動を紹介。 

3 月 23 日 第 6 回運営委員会開催（安定的・持続的な活動体制の確立，平成 23 年度活

動報告）。 

3 月 26 日 日本数学会 2012 年度年会にて，事務局から JUSTICE の活動を紹介。 

 

４．出版社交渉 

（１）交渉体制 

・運営委員会の在京メンバーと事務局により交渉チーム（約 20 名）を構成 

（２）交渉目標 

・JANUL と PULC の契約条件の一本化 

・現在の契約の継続と裾野の拡大 

・新モデルの交渉開始 

（３）交渉結果 

  ・交渉した出版社・ベンダー 55 社 

  ・提案書を提出した出版社・ベンダー 50 社 

  ・合意に至った出版社・ベンダー 42 社 

  ・合意に至った製品数 190 製品 

  ・交渉回数 約 140 回（事務局による予備交渉を含む） 

（４）主な成果 

  ・ほぼ全ての出版社との間で統一合意 

  ・プライス・キャップの引き下げ 

  ・バックファイル購入とカレント契約の包括的合意 

  ・中小大学向けの特別提案に合意 

  ・現在のパッケージ契約に代わる新たな契約モデルの交渉開始 

（５）版元提案説明会 

  ・9 月 12 日（東京），14 日（大阪） 

  ・参加図書館員数（208 館，292 名），参加出版社数（38 社，28 ブース） 
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（６）出版社交渉説明会 

  ・2 月 9 日，国立情報学研究所 12 階会議室 

  ・参加出版社数（33 社，33 名） 

（７）課題 

  ・交渉の進め方（スケジュール，体制等） 

  ・他のコンソーシアムとの連携（特に，日本医学図書館協会（JMLA）／日本薬学図

書館協議会（JPLA）電子ジャーナル・コンソーシアム） 

  ・新モデルへの対応 

 

５．契約状況調査 

（１）調査目的 

・参加館の電子ジャーナル等の契約状況を確認し，交渉や契約モデルの策定に資する 

（２）調査内容 

  ・JANUL，PULC の両調査を集約・整理し，一本化 

（３）調査方法 

・調査対象 

・大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）参加館 

・対象館数：486 館（平成 23 年 4 月 1 日現在） 

・調査手法   

・参加館へ調査依頼メールを送付  

・参加館は JUSTICE の Web サイト（参加館限定ページ）から回答票ファイル 

をダウンロード 

・回答票ファイルを，調査回答提出先にメールで提出 

・実施期間 

・平成 23 年 4 月 28 日～5 月 31 日（締め切り後の回答も受付） 

  ・調査対象年 

   ・2010－2011 年（一部項目については，2009 年の実績も調査） 

（４）調査結果 

・平成 23 年 8 月 2 日時点までの回答で集計 

   ・486 館中，459 館から回答あり（回収率 94.4%） 

（５）結果の公開 

  ・JUSTICE ウェブサイトの参加館限定ページに結果を掲載 

 

６．電子ジャーナル・バックファイルに関するアンケート調査 

（１）調査目的 

  ・バックファイル整備計画を立案するための基礎的なデータの収集 

・今回限りの調査として実施 
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（２）調査方法 

・調査対象 

   ・大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）参加館 

・調査手法 

・参加館へ調査依頼メールを送付 

・参加館は JUSTICE の Web サイト（参加館限定ページ）から回答票ファイル 

をダウンロード 

・回答票ファイルを，調査回答提出先にメールで提出 

  ・実施期間 

   ・平成 23 年 12 月 9 日～12 月 28 日 

（３）調査結果 

  ・有効回答数 321 件（回収率 62.8％） 

（４）結果の公開 

  ・JUSTICE ウェブサイトの参加館限定ページに結果を掲載予定 

 

７．広報誌『jusmine（ジャスミン）』（季刊）の刊行 

  ・第 0 号：創刊準備号（平成 23 年 10 月 14 日） 

  ・第 1 号：創刊号（平成 24 年 1 月 20 日） 

  ・第 2 号：特別号（平成 24 年 2 月 24 日） 

  ・第 3 号：特別号（平成 24 年 3 月 22 日） 

 

８．実務研修生の受入 

氏名 派遣大学 期間 研修テーマ 

柴田育子 一橋大学 平成 23 年 9 月 1 日～ 

平成 24 年 3 月 31 日 

・バックファイル整備のための調査 

・ERMS の共同運用モデルの検討 

藤江雄太郎 大阪大学 平成 23 年 10 月 17 日～

平成 24 年 3 月 16 日 

・電子リソース契約事務必携の作成 

・提案書・ライセンス契約書の標準化

西脇亜由子 明治大学 平成 23 年 12 月 1 日～ 

平成 24 年 3 月 31 日 

・電子リソースの利用統計に関する調

査 

 

９．『電子資料契約実務必携』の刊行 

 ・JUSTICE 運営委員会委員，協力員，事務局職員，実務研修生による執筆 

 ・130 ページ，全 8 章 

 ・平成 24 年 3 月発行 

 ・JUSTICE ウェブサイトの参加館限定ページに，電子ファイルで全文を掲載 

 ・冊子版を参加館に郵送（4 月中） 
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１０．安定的・持続的な活動体制の検討 

 ・第 6 回運営委員会（平成 24 年 3 月 23 日）の審議をもとに，以下の案を策定 

  ・大学図書館コンソーシアム連合 要項（案） 

・大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）の会費について（案） 

・新体制への移行スケジュール（案） 

 

１１．今後の活動 

 ・安定的・持続的な活動体制の確立（要項・会費案の確定，参加意思の確認） 

 ・2013 年度出版社交渉の計画策定，交渉準備，予備交渉 

 ・電子ジャーナルや電子ブックの管理と利用提供のシステムの共同運用のための検討 

 ・バックファイル等の整備計画の策定 

 

 

 

 

（以上） 



平成24年度JUSTICE活動スケジュール
資料No.3-2

1日 11日 21日 1日 11日 21日 1日 11日 21日 1日 11日 21日 1日 11日 21日 1日 11日 21日 1日 11日 21日 1日 11日 21日 1日 11日 21日 1日 11日 21日 1日 11日 21日 1日 11日 21日 1日 11日 21日

出版社交渉

版元提案説明会

契約状況調査

委員会
運営委員会委員，協力員
の委嘱

運営委員会開催

連携・協力推進会議開催

関係団体
会議日程

国公私立大学図書館
協力委員会

国立大学図書館協会

私立大学図書館協会

公立大学協会図書館協議会

参加館のニーズ調査，アンケート等

広報活動 広報誌「jusmine」刊行

セミナー，研修等

実務研修事業

ICOLC

LAB（Library Advisory Board）等

ERDB構築支援

7月 2月 3月8月 9月 10月 11月 12月 1月3月 4月 5月 6月

新体制への移行

予備交渉・提案書内容の精査

（2013年向け）本交渉 （2013年向け）本交渉の継続

2014年度交渉計画策定 交渉準備 予備交渉

関東（明治大学：9月12日）

関西（関西学院大学：9月14日）

交渉計画策

調査票作成 調査 集計

調査票発送（4月16日）

委嘱

第6回（3月23日） 第1回（5月15日） 第2回（7月上旬） 第3回（10月下旬） 第4回（1月中旬）

第1回（7月中旬） 第2回（2月初旬）

準備 募集

受入（随時）

Wien（10月14日～17日）

計画立案 実施準備

図書館総合展（11月中旬）出展？JUSTICE主催研修等 立案

理事会（5月18日） 総会（6月21日） 理事会（11月）

関連団体の意見聴取 参加館へ確定案を送付，

参加募集
準備総会開催，

要項・会費の承認

EBSCO@Japan（12月）

Denver（4月22日～25日）

合意済み提案周知

出版社説明会（2月）

第3号

（2012年3月特別号）

審議 取りまとめ・審議

第4号（2012年4月） 第5号（2012年7月予定） 第6号（2012年10月予定）

Nature@Japan（3月）

総会（8月30日）

調査結果公開

拡大役員会，総会（6月6, 7日）

常任幹事会（4月13日） 常任幹事会（12月7日）

拡大役員会（11月）

外部団体主催行事への参加（随時）

360RMコンソ版準 360RMコンソ版検証
NII-ERDBプロトタイプ，360COUNTER集計 検証トライアルキックオフ

NII-ERDB課題整

最終報告会？

委員会（7月下旬～8月上旬） 委員会（11月）

OUP@England（5月25日）

常任幹事会（4月26日）

参加館の意見聴取
取りまとめ

準備総会準備

開催通知送付

調査票作成

調査/アンケート 実施立案，準備 集計 調査結果公開



 

平成 23 年度第 6 回 大学図書館コンソーシアム連合 運営委員会 議事次第 

 

 
日時：平成 24 年 3 月 23 日（金）12:00～14:00 

場所：国立情報学研究所 20 階 講義室 1・2 

 

議 事： 

１．安定的・持続的な活動体制の確立について（審議） 

２．平成 23 年度活動報告について（報告） 

３．出版社交渉について（報告） 

４．契約状況調査について（報告） 

５．その他 

 ・『jusmine』2012 年 2 月，3 月特別号について 

 ・平成 24 年 4 月からの体制について 

 

＜配布資料＞ 

・ 平成 23 年度第 6 回大学図書館コンソーシアム連合運営委員会出席者名簿 

・ 平成 23 年度第 5 回大学図書館コンソーシアム連合運営委員会議事要旨（案） 

 

1-1) 活動経費の確保について 

1-2) 会費について（案） 

1-3) 大学図書館コンソーシアム連合 要項（案） 

1-4）新体制への移行スケジュール（案） 

2）平成 23 年度活動報告（案） 

3-1）2013 年契約向け新規交渉出版社候補 
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平成 24 年度第 1 回 大学図書館コンソーシアム連合 運営委員会 議事次第 

 

 

日時：平成 24 年 5 月 15 日（火）15:00～17:00 

場所：国立情報学研究所 12 階 会議室 

 

議 事： 

１．平成 24 年度活動計画について（審議） 

２．新体制への移行について（審議） 

３．平成 24 年度出版社協議について（報告） 

４．【出版社との新モデルの協議について】（報告） 

５．【購読価格の通貨について】（報告） 

６．人文社会科学系電子コレクション共同整備について（報告） 

７．契約状況調査の状況について（報告） 

８．電子リソース管理データベース（ERDB）プロトタイプ構築プロジェクトについて

（報告） 

９．国際図書館コンソーシアム連合(ICOLC)2012 年春期大会（報告） 

１０．平成 24 年度実務研修生の募集について（報告） 

１１．その他（報告） 

(1)『jusmine』第 4 号の発行について 

(2)「電子ジャーナル・バックファイルに関するアンケート調査」報告書の公開につ

いて 

(3)『電子資料契約担当者実務必携』の参加館への送付について 

 

＜配布資料＞ 

・平成 24 年度第 1 回大学図書館コンソーシアム連合運営委員会出席者名簿 

・平成 23 年度第 6 回大学図書館コンソーシアム連合運営委員会議事要旨（案） 

 

1-1）平成 24 年度の活動計画（案） 

1-2）平成 24 年度活動スケジュール（案） 

2-1）大学図書館コンソーシアム連合要項（案）および会費（案）の確認について（依

頼） 

2-2）大学図書館コンソーシアム連合 要項（案） 

2-3）大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）の会費について（案） 

2-4）要項（案）および会費（案）への意見（2012 年 5 月 15 日現在） 

3-1-1）平成 24 年度出版社協議について（案） 

3-1-2）2013 年契約に向けた出版社交渉について（案） 
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3-2-1）2012 年度 JUSTICE 出版社最終提案説明会実施概要（平成 23 年第 4 回運営委員

会資料） 

3-2-2）平成 24 年度版元提案説明会タイムテーブル（案） 

4-1）【出版社との新モデルの協議について】（報告） 

4-2）【出版社との新モデルの協議について】 

4-3）【出版社との新モデルの協議について】 

4-4）【出版社との新モデルの協議について】 

4-5）【出版社との新モデルの協議について】 

4-6）【出版社との新モデルの協議について】 

5） 【購読価格の通貨について】 

6） JUSTICE 運営委員会推薦リスト（2012 年 2 月 29 日まとめ：2012 年 4 月 23 日改

訂） 

7） 平成 24 年度 JUSTICE 契約状況調査について（依頼） 

8） ERDB の構築に向けて 

9-1）ICOLC Spring 2012（Denver, CO）Agenda 

9-2）国際図書館コンソーシアム連合(ICOLC)2012 年春季会合参加報告 

10） 国立情報学研究所 平成 24 年度教育研修事業 実務研修生募集ちらし 

（付：JUSTICE 年間スケジュール） 

11） jusmine 第 4 号（2012 年 4 月） 

 

 

＜参考資料＞ 

・大学図書館コンソーシアム連合運営委員会規程 

・大学図書館コンソーシアム連合運営委員会委員・協力員名簿（平成 24 年 4 月 1

日現在） 



 

平成 24 年度第 2 回 大学図書館コンソーシアム連合 運営委員会 議事次第 

 

 

日時：平成 24 年 7 月 10 日（火）15:00～17:00 

場所：国立情報学研究所 20 階 講義室１ 

 

議 事： 

１．新体制への移行について（審議事項） 

２．大学以外の機関の JUSTICE への参加について（審議事項） 

３．平成 24 年度契約状況調査の実施結果について（報告事項） 

４．平成 24 年度の出版社協議状況（報告事項） 

 (1)全体の進捗状況 

(2)【出版社との協議状況】 

 (3)【購読価格の通貨について】 

 (4)【出版社との協議状況】 

 (5)その他 

５．版元提案説明会の準備状況（報告事項） 

６．その他（報告事項） 

(1)『jusmine』第 5 号の発行について 

(2)その他 

 

＜配布資料＞ 

・平成 24 年度第 2 回大学図書館コンソーシアム連合運営委員会出席者名簿 

・平成 24 年度第 1 回大学図書館コンソーシアム連合運営委員会議事要旨 

 

1-1) 大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）の会費について（修正案） 

1-2) 大学図書館コンソーシアム連合 要項（修正案） 

1-3) 会費案に対する参加館からの意見と運営委員会としての対応について（案） 

1-4) 要項案に対する参加館からの意見と運営委員会としての対応について（案） 

1-5) JUSTICE 会費案・要項案に対するＱ＆Ａ（案） 

1-6) JUSTICE 運営体制案（平成 25 年 4 月以降）の概要（参考） 

1-7) JUSTICE 活動経費の徴収・管理執行について（参考） 

2)   大学以外の機関の JUSTICE への参加について（案） 

3-1) 平成 24（2012）年度 JUSTICE 契約状況調査について（報告） 

3-2）平成 24（2012）年度契約状況調査 質問回答記録（課題） 

3-3）平成 24（2012）年度 JUSTICE 契約状況調査 集計結果（2012 年 7 月 4 日現

在）：2011-2012 年の外国雑誌経費（冊子＋電子） 

4-1) 平成 24 年度出版社協議について（修正案） 
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4-2) 2012(平成 24)年度 JUSTICE 出版社交渉進捗管理表（交渉スケジュール） 

4-3) 【出版社との協議状況】メモ（平成 24 年 6 月 26 日） 

4-4) 【出版社との協議状況】 

4-5) 【出版社との協議状況】 

4-6) 【出版社との協議状況】 

4-7) 【出版社】との打ち合わせメモ（平成 24 年 7 月 2 日） 

4-8) 【購読価格の通貨について】 

4-9) 【出版社】協議（第 1 回）メモ（平成 24 年 6 月 5 日） 

4-10) JUSTICE ACADEMIC 2012-2013 By Tier 

4-11) 2013 年【出版社】コンソーシアム提案に向けて（案） 

4-12) 2013 年【出版社】カレントジャーナル提案について（案） 

5-1) 大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）版元提案説明会開催について（ご

案内）（案） 

5-2) 大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）版元提案説明会開催案内につい

て（依頼）（案） 

5-3) 大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）版元提案説明会開催について（ご

案内） 

6)  jusmine 第 5 号（2012 年 6 月） 

 

＜参考資料＞ 

・大学図書館コンソーシアム連合運営委員会規程 

・大学図書館コンソーシアム連合運営委員会委員・協力員名簿（平成 24 年 4 月

1 日現在） 



      
 

大学図書館コンソーシアム連合 要項 （案） 
 

平成○○年○月○日 
制定 

 
第 1 章 総則 

 
（設置） 
第 1 条 国公私立大学図書館協力委員会と国立情報学研究所は，両者の間に締結された協

定書に基づき設置された連携・協力推進会議のもとに，大学図書館コンソーシアム連合

（以下「連合」という。）を置く。連合の英語名称は，Japan Alliance of University Library 
Consortia for E-Resources とし，略称を JUSTICE とする。 

 
（会員の資格） 
第 2 条 連合の会員となる資格を有する図書館（図書館相当の施設を含む）は以下のとお

りとする。 
 （１）大学（短期大学を除く）に設置された図書館 
 （２）運営委員会が認めた機関に設置された図書館 
 
（事務局） 
第 3 条 連合の事務局は国立情報学研究所に置く。 
 

第 2 章 目的及び事業 
 

（目的） 
第 4 条 連合は，電子ジャーナル等の電子リソースに係る契約，管理，提供，保存，人材

育成等を通じて，わが国の学術情報基盤の整備に貢献することを目的とする。 
 
（事業） 
第 5 条 連合は，前条の目的を達成するために次の事業を行う。 
 （１）出版社等との交渉を通じた電子リソースの購入・利用条件の確定 
 （２）電子ジャーナルのバックファイルや電子コレクション等の拡充 
 （３）電子リソースの管理システムの共同利用 
 （４）電子リソースの長期保存とアクセス保証 
 （５）電子リソースに関わる図書館職員の資質向上 
 （６）前各号のほか，本連合の目的を達成するために必要な事業 
 

第 3 章 運営委員会 
 

（運営委員会） 
第 6 条 連合を運営するために運営委員会を設置する。 
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（委員） 
第 7 条 運営委員会は，委員（15 名以内）により組織する。 
２ 委員は，連携・協力推進会議が指名し，総会が承認する。 
 
（委員の任期） 
第 8 条 委員の任期は 1 年とし，期間は 4 月 1 日から翌年 3 月 31 日までとする。ただし，

再任を妨げない。 
 
（委員長） 
第 9 条 運営委員会に委員長を置く。委員長は連合を代表する。 
２ 委員長は委員の互選により選出する。任期は 1 年とし，期間は 4 月 1 日から翌年 3 月

31 日までとする。ただし，再任を妨げない。 
 
（作業部会） 
第 10 条 運営委員会は，連合の業務の遂行のために，必要に応じて作業部会を設置する

ことができる。 
 

第 4 章 総会 
 

（総会） 
第 11 条 運営委員会委員長は，毎年 1 回通常総会を招集しなければならない。 
２ 運営委員会委員長は，必要があると認めるときは，臨時総会を招集することができる。 
 
（議長） 
第 12 条 議長は，運営委員会委員長が務める。 
 
（定足数） 
第 13 条 総会は，会員の過半数の出席がなければ，開会することができない。なお，委

任状の提出をもって出席に代えることができる。 
 
（議事） 
第 14 条 運営委員会委員長は，通常総会において，次の事項について報告し，承認を得

なければならない。 
 （１）年度事業の実施および計画に関する事項 
 （２）会費の徴収および会計に関する事項 
 （３）その他必要とされる事項 
 
 
 

第 5 章 参加及び脱退 
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（参加） 
第 15 条 連合に参加を希望する図書館は，運営委員会委員長に参加申請書を提出し，運

営委員会の承認を受けなければならない。 
 
（脱退） 
第 16 条 連合からの脱退を希望する会員は，運営委員会委員長に脱退届を提出しなけれ

ばならない。脱退届が受理された会員の会費等は，これを返還しない。 
 

第 6 章 会計 
 
（会計年度） 
第 17 条 連合の会計年度は，毎年 4 月 1 日に始まり，翌年 3 月 31 日に終わる。 
 
（会費） 
第 18 条 会員の会費は，総会で定める。 
２ 会員は，前項の会費を納入しなければならない。 
 

第 7 章 要項の変更 
 
（要項の変更） 
第 19 条 この要項は，総会において会員総数の 3 分の 2 以上の同意がなければ，変更す

ることができない。 
 

第 8 章 解散 
 
（解散） 
第 20 条 連合を解散する場合は，総会において会員総数の 4 分の 3 以上の同意がなけれ

ばならない。 
 

第 9 章 雑則 
 

第 21 条 この要項の施行について必要な細則は，運営委員会の議決を経て，運営委員会

委員長がこれを定める。 
 
 
附則 
本要項は，平成 25 年 4 月 1 日から施行する。 
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平成 24 年 7 月 10 日 
 

大学図書館コンソーシアム連合（JUSTICE）の会費について（案） 
大学図書館コンソーシアム連合運営委員会 

 
１．活動に必要となる経費 
（１）JUSTICE の基礎的な活動費として，事業費（説明会の開催等），旅費（委員会，出

版社協議等），事務費（消耗品・印刷等）等に 500 万円程度の経費が必要となる（平

成 23 年度実績）。 
 
（２）事務局の専任職員 3 名の人件費等は全て出向元大学の負担となっている。出向元大

学の負担を軽減するため，事務協力費として，1,000 万円（350 万円/人）程度の経費

を確保する必要がある。 
 
２．財源等 
（１）国立情報学研究所による支援 

JUSTICE の活動に対して，国公私立大学図書館協力委員会と国立情報学研究所と

の連携・協力の枠組みにより，国立情報学研究所による以下の活動支援を受ける。 
① 事務局専任職員の所属組織として，学術基盤推進部に図書館連携・協力室の設置。 
② 事務局（図書館連携・協力室）の事務室（什器，IT 機器等を含む），運営委員会

や出版社協議等のための場所の提供。 
③ JUSTICE の基礎的な活動に係る経費（毎年最大で 500 万円程度）と，上記②の

施設利用等に伴う光熱水費等。事務局（図書館連携・協力室）の活動費として国

立情報学研究所の予算による支出。 
 

（２）大学図書館による整備 
事務局専任職員，運営委員会委員，JUSTICE の活動に係る人員の整備は JUSTICE

会員の自己負担とする。 
① 会費の徴収 

平成 25 年度より，全ての会員から会費を徴収する。 
② 国公私立大学図書館協力委員会からの支援 

平成 25 年度から 27 年度まで，国公私立大学図書館協力委員会から，毎年 50 万

円程度（予定）の支援を受ける。 
③ その他 

会員は，以上の経費の他に，事務局専任職員，運営委員会委員，各部会員および

実務研修生の派遣等により，JUSTICE の活動を支える。 
 

（３）その他 
上記以外に，JUSTICE の具体的活動の実施に必要な経費を他の組織等から委託さ

れた場合等には，当該経費は当該目的に対してのみ使用する。 
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（活動経費と財源一覧） 
活動経費（概算）（万円） 財 源（概算）（万円） 

活動費                                     500 
・事業費（版元説明会等，イベント開催）   120 
・事務費（消耗品等）             80 
・旅費（委員会，出版社協議等）           280 
・謝金                                    20 

 
事務協力費（事務局専任職員 3 名分）       1,050 
 

国立情報学研究所の支援      500 
（同研究所予算による支出） 
 
国公私協力委員会支援経費     50 
 
会費                     1,000 
 

合計                                     1,550 合計                      1,550 
 
３．会費の設定 
（１）基本的な考え方 

① 平成 25 年度より，JUSTICE の全会員から会費を徴収する。 
② 事業内容等の変化を考慮し，平成 25 年度から 27 年度までの額を設定する。 
③ 年間総額 1,000 万円程度の徴収をめざす。 
④ 会員を区分して会費を設定する。区分の指標としては，大学の構成員数（常勤教

員数と大学院定数の総数）を採用する。 
⑤ 小規模大学も参加しやすい金額を設定する。 

 
（２）区分別会費 

区分 構成員数 
（常勤教員＋大学院定員） 

会費（万円） 平成 23 年度末現

在の会員数（510） 
A 5,001～ 6 14 
B 1,001～5,000 4 85 
C ～1,000 2 411 

 
（参考：会員数に応じた試算） 

 現状維持 C が 350 に減少 C が 300 に減少 C が 250 に減少 
A 84 84 84 84 
B 340 340 340 340 
C 822 700 600 500 
計 1,246 1,124         1,024 924 

 
４．その他 
 ・会費の徴収，管理，執行方式については，国立情報学研究所と協議の上，決定する。 
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これからの学術情報システム構築検討委員会規程（案） 
 

 平成２４年７月２０日 
制定 

 
（設置） 
第１条 連携・協力推進会議の下に、これからの学術システム構築検討委員会（以下「委

員会」という。）を置く。 
（目的） 
第２条 委員会は、協定書の第２条第１項に掲げる事項のうち、（３）「電子情報資源を含

む総合目録データベースの強化」に関する事項を企画・立案し、学術情報資源の基盤構

築、管理、共有および提供にかかる活動を推進することを目的とする。さらに、同項の

（４）「学術情報の確保と発信に関する人材の交流と育成」および（５）「学術情報の確

保と発信に関する国際連携の推進」について、（３）に関連するものを含むものとする。 
（組織） 
第３条 委員会は、次の各号に掲げる者をもって組織する。 

一 国公私立大学図書館の職員 
二 国立情報学研究所の職員 
三 その他連携・協力推進会議の委員長が必要と認めた者 

２ 委員は、連携・協力推進会議の委員長が委嘱する。 
３ 第２条の目的を達成するために、必要に応じて委員会の下に協力員を置くことができ

る。協力員は第３条第１項に掲げる者とし、委員会が指名し、連携・協力推進会議の委員

長が委嘱する。 
（任期） 
第４条 委員および協力員の任期は、８月１日から翌年７月３１日までの１年間とする。

ただし、再任を妨げない。 
（委員長） 
第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選によって選出する。 
２ 委員長の任期は、８月１日から翌年７月３１日までの１年間とする。ただし、再任を

妨げない。 
（庶務） 
第６条 委員会の庶務は、国立情報学研究所学術基盤推進部学術コンテンツ課において処

理する。 
（雑則） 
第７条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に必要な事項は、委員会において別

に定める。 
 

付 則 
この規程は、平成２４年７月２０日から施行する。 
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これからの学術情報システム構築検討委員会 委員名簿（案） 

 

氏 名 所属・役職 備考 

佐藤 義則 東北学院大学 文学部 教授 委員長 

栃谷 泰文 京都大学附属図書館 事務部長 
 

加藤 さつき 東京外国語大学 学術情報課 資料サービス係長 
 

久保田 壮活 東京大学附属図書館 総務課 主査 
 

和佐田 岳男 名古屋市立大学総合情報センター 学術担当主査 
 

関 秀行 慶應義塾大学メディアセンター本部 課長 
 

荘司 雅之 早稲田大学図書館 事務副部長兼総務課長 
 

菊池 亮一 明治大学 学術・社会連携部 図書館総務事務長 
 

大向 一輝 
国立情報学研究所 コンテンツ科学系 准教授／学術基盤

推進部 学術コンテンツ課 コンテンツシステム開発室長 

 

鈴木 秀樹 国立情報学研究所 学術基盤推進部 学術コンテンツ課長 
 

高橋 菜奈子 
国立情報学研究所 学術基盤推進部 学術コンテンツ課 
専門員 

 

（平成 24 年 6月） 
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平成 24 年度第 1 回 次世代学術情報基盤構築検討委員会（仮称）議事次第 
 
日 時：平成 24 年 6 月 7 日(木) ：15:00－17:00 
場 所：学術総合センター 12 階会議室 
出席者：配付資料参照 
 
議事 

 
配付資料 

   平成 24 年度第 1 回次世代学術情報基盤構築検討員会（仮称）名簿 
１－１．  図書館と NII の連携・協力の枠組み 
１－２．  学術情報システム構築検討委員会（仮称）規程（案） 
１－３．  本委員会設置の経緯 
２－１．  国立大学図書館協会学術情報委員会学術情報システム検討小委員会報告書 
２－２．  電子的学術情報資源を中心とする新たな基盤構築に向けた構想（学術コンテンツ運  
      営・連携本部 図書館連携作業部会報告書） 
３－１．  国立情報学研究所のこれまでの取り組み 
３－２．  ERDB 構築事業 
４．    本委員会のミッション（案） 
５．    今後のスケジュール案 
 

参考資料 
１．    大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所と国公私立大学図書 
      館協力委員会との間における連携・協力の推進に関する協定書 
２．    連携・協力推進会議設置要綱 

 

１．自己紹介 
２．委員会設置経緯説明 
３．委員長選出 
４．委員会の名称について 
５．国立大学図書館協会，並びに，国立情報学研究所の各報告書の概要説明 
６．国立情報学研究所のこれまでの取り組み 
７．委員会の活動について 
８．今後の進め方について 
９．その他 
 

 
（資料 1） 
 
 
（資料 2） 
（資料 3） 
（資料 4） 
（資料 5） 
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平成 24 年 7月 20日 
国立情報学研究所
学 術 基 盤 推 進 部

SCOAP3の今後の検討体制について（案） 

（１）SCOAP3とは

SCOAP3（Sponsoring Consortium for Open Access Publishing in Particle Physics）
は，高エネルギー物理学分野（High Energy Physics: HEP）の査読付きジャーナル論文

のオープンアクセス化を実現することを目的とした，国際連携プロジェクトである。電

子ジャーナル高騰問題に苦しむ世界の研究者および図書館コミュニティが，協力して状

況打開を目指す取組みとして，期待されており，スイスの CERN（欧州原子核研究機構）

が中心となり，HEP 分野の研究者を擁する世界 20 ヵ国以上の研究機関，大学図書館等

に協力を呼び掛けている。

SCOAP3 のビジネスモデルは，大学等の図書館が従来「購読料」として支払っていた

ものを対象雑誌の「出版料」に振替えることで，世界中の誰もが無料でそれらの学術雑

誌の論文を読むことができる OA 化を目指すものである。各国に割り振られる財政的支

援の期待額は，対象雑誌に掲載された論文数から試算され，日本は HEP 分野の論文数

が世界全体の 7.1％を占め，アメリカ，ドイツに次ぐ 3 番目の主要国として協力が期待

されている。

プロジェクトは 2006 年に開始され，現在，全体の 7 割以上に相当する国が関心表明

（Expression of Interest: EoI）に署名している。CERN は，一定数の EoI が集まった

として，国際的コンソーシアムの設立に先立ち，SCOAP3 運営委員会を立ち上げ（2011
年 4 月），出版社との交渉を行っている。日本からは，オブザーバーとして国立情報学

研究所安達学術基盤推進部長が運営委員会に参加している。

（２）日本における対応状況

2007 年に CERN 所長から日本への提案があり，高エネルギー加速器研究機構，国

公私立大学図書館協力委員会，および国立情報学研究所での検討の結果，平成 23 年 8
月 31 日，三者が共同で関心表明（Expression of Interest: EoI）に署名した。 

【EoI とは】 
 SCOAP3 に賛同する国の関係機関（研究機関，大学図書館等）が，SCOAP3 を主導

する CERN に対して関心（協力）を表明するものである。

 日本からは，高エネルギー加速器研究機構（KEK），国立情報学研究所（NII），

国公私立大学図書館協力委員会（CCJUL）が，高エネルギー物理学（HEP）分野

においてオープンアクセス出版を推進するコンソーシアム SCOAP3 への参加に対し

関心を有することを表明した。

 EoI に明記した条件が整った段階で，日本からの財政的支援を行うことになる。EoI
に記載された 781,000 ユーロ（約 8,591 万円：1 ユーロ 110 円で換算）を日本の関
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係機関がどのように分担するかについては，今後，関係機関間で検討する予定であ

る。

 なお，日本にとって有利な状況を保持する条件として，「SCOAP3 のための国際的

コンソーシアムが(1)設立され，(2)ガバナンスが確立し，(3)出版社への入札が募集

され，(4)出版者との間で有利な入札（すなわち日本の SCOAP3のタイトルを含むパ

ッケージの価格が相応に下がること）が成立すること」が盛り込まれており，次の

段階（財政的支援）に進むには，掲載した条件が全て実現することが前提となるこ

とを明記している。

（３）今後のスケジュール

SCOAP3 運営委員会より，2012 年 6 月 1 日に今後のスケジュールについての連絡

があった。 

2012 年 6 月 22 日 開札

2012 年 7 月末 SCOAP3 対象雑誌の決定 
2012 年夏～12 月 ガバナンスの整備と MOU の策定 
2013 年 1 月～3 月 図書館は MOU に署名して CERN に送付 
2013 年 5 月～夏 CERN から図書館にインボイス発送 
2014 年 1 月 SCOAP3スタート 

（４）提案

EoI に明記した条件が整った段階で，次の段階（財政的支援）に進むこととなる。掲

載した条件が全て実現していることを確認し，EoI に記載した負担金をどのように分担

するかについて，今後，関係機関間で検討する必要がある。

今後の対応を協議するため，国公私立大学図書館協力委員会，大学図書館コンソー

シアム連合（JUSTICE），高エネルギー加速器研究機構，国立情報学研究所によるア

ドホックなタスクフォースを設置したい。
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Expression of interest to join SCOAP3 

This letter expresses the interest of the High Energy Accelerator Research 
Organization (KEK), National Institute of Informatics (NII) and Coordinating 
Committee for Japanese University Libraries (CC.JUL) to join SCOAP3, the 
consortium facilitating Open Access publishing in High Energy Physics (HEP), with 
the objectives as outlined in the SCOAP3 Working Party Report, dated April 19th 2007, 
ISBN 978-92-9083-292-8. 

We understand that the financial yontribution of Japan will be determined by the 
following factors: 

• the yearly cost of the SCOAP3 operation, which will be determined by the
number and the prices of contracts awarded following the invitation to tender,
which will be reissued regularly;

• the fraction of High Energy Physics articles authored in Japan which for the
first year is 7.1 % and will be recalculated every year;

• there will be an additional provision of a maximum of 10% to cover countries
that, in view of their economic situation, cannot be reasonably expected to
contribute at this stage.

We also understand that the maximal annual budget for the SCOAP3 operation is 
currently estimated at 10 million Euro. Therefore the maximum initial contribution of 
Japan for the first year is currently estimated as: 

(7.1% x 10 Million Euro) x 1.1 = 781'000 Euro 

KEKand NIIwill bejointly responsible for raising contributions ofJapanese related 
institutions to SCOAP" through redirection of existing licensing expenditures with the 
support of CC.JUL. The actual contribution of Japan for the first year shall not exceed 
the total reduction in publisher license fees for the SCOAP汀ournals available for 
redirection, or the initial contribution amount estimated above, whichever is less. 

The participation ofKEK, NII and CC.JUL is conditional on the establishment of the 
agreement among the related Japanese institutions on their contributions to the 
SCOAP3 initiative and the successful reduction in the cost of publisher licenses for 
the related Japanese institutions as a result of the SCOAP3 redirection scheme. 

Anything herein to the contrary notwithstanding, it is understood that this expression 
of interest does not imply a commitment to transfer the above mentioned amount of 
financial contribution to SCOAP3 before the international consortium of SCOAP3 (1) 
is formed, (2) has established a governance structure and (3) issues a tender to 
publishers which (4) is answered in a positive way, such that the prices of publisher 
packages which include SCOAP3 titles will be accordingly reduced -for Japan: 
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従来のモデル

雑誌A（出版社1）

雑誌B（出版社2）

著者 査読

査読

投稿

投稿料

投稿

投稿料

大学A

大学B

研究者

研究者

契約

契約

アクセス

アクセス

×

×

研究者
その他

×
×

1

契約大学（購読料支払大学）の研究者
のみがアクセス可能

2014/10/28



SCOAP3によるモデル

雑誌A（出版社1）

雑誌B（出版社2）

著者 査読

査読

投稿

投稿

大学A

大学B

研究者

研究者

研究者
その他

SCOAP3各国の助成団体・
研究機関・図書館

出資金

契
約

2

全ての大学の研究者がアクセス可能

（購読料を振り替え）

2014/10/28



PROVISION OF PEER-REVIEW, OPEN ACCESS 
AND OTHER PUBLICATION SERVICES 

FOR THE BENEFIT OF SCOAP3

TENDERING PROCEDURE
IT- 3827/IT

12/07/12

Anne MANSUY



TENDERING PROCEDURE

• Tender documents sent out: 16 May
• Bidder's conference : 30 May
• Bids returned to CERN : 14 June
• Opening of bids: 22 June
• Renegotiations: 26 June – 4 July
• Announcement: 12 July





DOCUMENTATION

• Tender Form + Annex A
• Technical Specification + Annexes
• Form of Contract
• Evaluation Questionnaire
• Instruction to Bidders



BASIS OF AWARD

Contracts shall be awarded on a 
« best value for money » basis 

to the bidders submitting
the economically most advantageous bids



ADJUDICATION CRITERIA

The following criteria and weights will be applied by CERN 
to evaluate the bids:

Criterion Weight
Unit Price per SCOAP3 Article 50
Quality
as a combination of the following factors:
• Impact factor 
• License
• Delivery Format

50

TOTAL 100



PRICE BASIS

• Unit Price(s) shall be quoted in EUR or USD or GBP or CHF

• Contracts will be placed in one the currency chosen by the 
bidder



Example of ranking mechanism

1000 €

1100 €

Quality K

Quality Z

Journal A2

Journal B

Journal C

...

...
13

26

Journal K1

Journal Z3

1200 €

2500 €

Quality A

Quality B

Journal K

Journal Z

...

...

Journal A

Journal B

Journal C 4000 €Quality C



Journal K

Journal A

Journal L

Journal R

1000 €

1200 €

1200 €

2000 €

Journal Z 1100 €

Journal F 1000 €

Journal Q 1400 €

Journal P 800 €

Journal W 3000 €

2500

2500

2000

50

1000

300

500

40

100

2.5 Mln €

3.0 Mln €

2.4 Mln €

0.1 Mln €

1.1 Mln €

0.3 Mln €

0.7 Mln €

2.5 Mln €

5.5 Mln €

9.3 Mln €

9.4 Mln €

6.6 Mln €

6.9 Mln €

10.1 Mln €

Journal Unit Price
Volume 

2011
Total Annual 

Amount Expenditure
Ra

nk
ed

 b
y 

(h
ig

h)
 q

ua
lit

y 
an

d 
(lo

w
) p

ric
e

0.3 Mln €



Purpose of negotiation

Journal K

Journal A

Journal L

Journal R

1000 €

1200 €

1200 €

2000 €

Journal Z 1100 €

Journal F 1000 €

Journal Q 1400 €

Journal P 800 €

Journal W 3000 €

2500

2500

2000

50

1000

300

500

40

100

2.5 Mln €

3.0 Mln €

2.4 Mln €

0.1 Mln €

1.1 Mln €

0.3 Mln €

0.7 Mln €

2.5 Mln €

5.5 Mln €

9.3 Mln €

9.4 Mln €

6.6 Mln €

6.9 Mln €

10.1 Mln €

Journal Unit Price
Volume 

2011
Total Annual 

Amount Expenditure

Ra
nk

ed
 b

y 
(h

ig
h)

 q
ua

lit
y 

an
d 

(lo
w

) p
ric

e

1200 €

0.3 Mln €

10.0 Mln €0.6 Mln €



• License: Mostly CC – BY

• Delivery: Mostly XML + PDF and/or PDF/A

RESULTS AT THE OPENING



12 Journals
7 Publishers
6 640 Articles/year (2011 baseline)

RESULTS AFTER NEGOTIATION



RESULTS AFTER NEGOTIATION
(alphabetical order!)

APS  Physical Review C
APS  Physical Review D
Elsevier  Physics Letters B
Elsevier  Nuclear Physics B
Hindawi Advances in High Energy Physics
IOPp/CAS Chinese Physics C
IOPp/SISSA Journal of Cosmology and Astroparticle Physics
IOPp/DPG New Journal of Physics
Jagellonian U.  Acta Physica Polonica B
OUP/PSJapan Progress of Theoretical Physics
Springer/SIF  European Physical Journal C
Springer/SISSA Journal of High Energy Physics



Publisher Journal # SCOAP3 Articles Capping
APS  PRC 107 8%
APS  PRD 2983 4%
Elsevier  PLB 1010 4%
Elsevier  NPB 284 4%
Hindawi Advances in HEP 28 25%
IOPp Chinese Physics C 16 25%
IOPp JCAP 138 8%
IOPp NJP 20 25%
Jagellonian U. APP B 32 25%
OUP/PSJapan PTP 41 25%
Springer  EPJC 325 4%
Springer JHEP 1653 4%
Total 6640



CERN Financial Rules
and

Regulations for the Implementation of the CERN Financial Rules

ORGANISATION EUROPÉENNE POUR LA RECHERCHE NUCLÉAIRE

CERN EUROPEAN ORGANIZATION FOR NUCLEAR RESEARCH

CERN/FC/5305
CERN/2822
Original: English
17 November 2008



11. Finance Committee approval and reporting

11.1 Finance Committee approval

11.1.1 Award of contracts
Finance Committee approval shall be sought in the following cases:

- Contracts exceeding 750 000 CHF;
- Contracts without competitive tendering exceeding 200 000 CHF;
- Any exception made to the alignment and splitting rules defined in sections

8.1.2 and 8.1.3.2 where they apply.
Any request for approval by the Finance Committee shall be submitted in the form of
a document substantiating CERN's award proposal. This document shall provide at
least:

- Details of the tendering procedure;
- A succinct analysis of the bids received;
- An award-of-contract proposal, substantiated as necessary.

CERN/FC/5305
CERN/2822
Original: English
17 November 2008CHAPTER 4: CONTRACT APPROVAL AND FOLLOW-UP



• Finance Committee 19 September
• Announcement of titles and prices of

successful bidders

Next Steps



SCOAP  - Sponsoring Consortium for Open Access Publishing in Particle Physics

Towards Open Access publishing in High Energy Physics

3

SCOAP  Journals

Taking into account the projected SCOAP  budget envelope of 10M EUR/year, publishers
and journals to which a contract for Peer Review, Open Access and related publishing
services may be awarded, include, in alphabetical order:

American Physical Society
Physical Review C
Physical Review D

Elsevier
Physics Letters B
Nuclear Physics B

Hindawi
Advances in High Energy Physics

Institute of Physics Publishing / Chinese Academy of Sciences
Chinese Physics C

Institute of Physics Publishing/SISSA
Journal of Cosmology and Astroparticle Physics

Institute of Physics Publishing/Deutsche Physikalische Gesellschaft
New Journal of Physics

Jagellonian University
Acta Physica Polonica B

Oxford University Press/Physical Society of Japan
Progress of Theoretical Physics (To become PTEP)

Springer/Società Italiana di Fisica
European Physical Journal C

Springer/SISSA
Journal of High Energy Physics

In addition, CERN and SCOAP  will  collaborate with leading publishers to foster Open
Access to selected articles of relevance for  HEP,  including the APS high-impact factor
journal Physical Review Letters.

3

3

3

Home

About SCOAP

Who is SCOAP

Scientists
opinion

News

Fund-raising

SCOAP  in the
U.S.

SCOAP  in
Germany

FAQ

Publications and
talks

They say about
us

Contact

SCOAP  Journals

We are hiring!

3

3

3

3

3

SCOAP3 http://scoap3.org/scoap3journals.html

1 / 1 2012/07/18 18:32
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平成 24年 7月 20日 

 

機関リポジトリの今後の推進について（案） 

 

○我が国における機関リポジトリの取組みは、大学図書館の独自の活動、NIIの

7年間にわたる CSI委託事業によって、一定の成果を挙げてきた。機関リポジ

トリを持つ機関の数は約 250に達し、リポジトリに蓄積されたコンテンツ（本

文あり）も 100万件を突破している。 

 

○しかし、これから取り組まなければならない課題もまだ残されている。たと

えば、大学における機関リポジトリの設置率を見ると、国立は 9 割を超えて

いるが、公立は 2 割強、私立は 1 割強にとどまっている。また、蓄積された

コンテンツについても、紀要論文は全体の 5 割をカバーしているものの、学

術雑誌掲載論文、学位論文、科研費の成果関連コンテンツ等の捕捉率はまだ

低い。さらに、今後は、大学におけるアクティブ・ラーニングの支援の一環

として、教材などのコンテンツに対する需要も高まると予想される。 

 

○また、科学技術・学術審議会 学術分科会 研究環境基盤部会 学術情報基盤作

業部会の『学術情報の国際発信・流通力強化に向けた基盤整備の充実につい

て（案）』（平成 24年 7月）においても、機関リポジトリは、第四期科学技術

基本計画に謳われている「知識インフラ」の一翼を担う重要な基盤と位置付

けられ、更なる強化が求められている。 

 

○こうした状況を踏まえ、機関リポジトリについては、大学図書館と NII の連

携・協力の枠組みの中で一層の推進を図る必要がある。 

 

○今年 2 月に開催された連携・協力推進会議においても、機関リポジトリへの

対応については、「NII 及び国公私常任幹事館で議論の状況や課題等を共有し

ながら、具体的な推進策を検討していくこと」が確認されており、本会議の

下に機関リポジトリの課題に取り組むための推進母体（委員会等）を設置す

る方向で検討を進めたい。 
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NII 国公私大学図書館
協力委員会

◆役割：
協定書に掲げる以下の事項の連携・協力を進める

(1)EJ等の確保と恒久的なアクセス保障体制の整備
→H23年度発足

(2)機関リポジトリを通じた大学の知の発信システムの構築

(3)電子情報資源を含む総合目録DBの強化
→H24年度発足

(4)学術情報の確保と発信に関する人材交流・育成

(5)学術情報の確保と発信に関する国際連携推進

これからの学術情報システム
構築検討委員会（H24～）

役割：
協定書
(1),(4),(5)

連携・協力推進
会議（H22～）

大学図書館コンソーシアム連合
運営委員会（H23～）

役割：
協定書
(3),(4),(5)

事務局
（JUSTICE）
協力員

実務研修生

作業
グループ

参考：
国大図協ｼｽﾃﾑ小委報告書
図書館連携作業部会「構想」

学術コンテンツ運営・
連携本部（H17～）

図書館連携
作業部会

◆役割：

我が国の最先端学術情報基盤の構築に
向けて、その中核となる学術コンテンツの
形成及びサービスの提供に関する企画・
立案・運営を行う

機関リポジトリを通じた大学の
知の発信システム構築に係る

委員会（仮）

役割：
協定書
(2),(4),(5)

作業
グループ



http://kaken.nii.ac.jp/ 国立情報学研究所 学術基盤推進部 学術コンテンツ課／コンテンツシステム開発室

KAKENで日本の全分野の最新研究情報を検索する。

KAKENは文部科学省と日本学術振興会が

交付する科学研究費の採択課題情報および
報告書を公開するサービスです。

報告書(PDF)の全文検索に対応（平成24年6月～）
従来はフリーワード検索として、報告書の「概要」に記載された内容の検索に対応
していました。
新システムでは、報告書（PDF)に記載された全ての内容、たとえば研究成果報告

書の「背景」「目的」「方法」「成果」、自己評価報告書の「研究の進捗状況」「現在ま
での達成度」「今後の研究の推進方策」も検索可能になりました。

従来と同等以上のレスポンスで全文検索を提供するため、検索エンジンを改良し
ました。

１ 研究課題を検索

２ 研究者を検索

報告書(PDF)の全文検索に対応

キーワードを入力して

研究課題を検索

報告書(PDF)を閲覧

研究課題ページ研究者ページ

研究者を検索

論文本文へリンク

KAKEN収録データ
・採択課題(1965-2011)
・実績報告(1985-2009)
・成果概要(1985-2007)
・成果報告書(2008- )
・自己評価報告書(2008- )



大学共同利用機関法人情報 ・ システム研究機構国立情報学研究所 と

国公私立大学図書館協力委員会との間における連携・協力の推進に関する

協定書

大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所（以下「甲」という。）

と国公私立大学図書館協力委員会 （以下［乙」という。）は， 包括的な連携・協力の推

進にあたり， 次のとおり協定 （以下「本協定」という。）を締結する。

（目的）

第1条 本協定は，甲及び乙が，総合目録デー タベースの構築，機関リポジトリの推進，

教育研修などの事業を通じて構築してきたこれまでの連携・協力関係を踏まえ，昨今

の学術情報の急速なデジタル化の進展の中で，我が国の大学等の教育研究機関におい

て不可欠な学術情報の確保と発信の一層の強化を図ることを目的（以下 「本目的」と

いう。）とする。

（連携・協力の推進）

第2条 甲及び乙は， 本目的を達成するために， 次の事項について連携・協力を推進す

る。

(1)バックファイルを含む電子ジャ ー ナル等の確保と恒久的なアクセス保証

体制の整備

(2)機関リポジトリを通じた大学の知の発信システムの構築

(3)電子情報資源を含む総合目録デー タベースの強化

(4)学術情報の確保と発信に関する人材の交流と育成

(5)学術情報の確保と発信に関する国際連携の推進

(6)その他本目的を達成するために必要な事項

2 前項の事項について連携・協力を進めるために， 甲及び乙は連携・協力推進会議を

設置する。 また， 必要に応じて， この会議の下にワ ー キンググルー プを設置するこ

とができる。

（有効期間）

第3条 本協定の有効期間は， 協定締結日から平成28年3月31日までとする。 ただ

し， 期間満了の3ヶ月前までに解除の申し出がない場合には， さらに5年間延長する

ものとし， 以後同様とする。

参考資料 No.1 





連携・協力推進会議設置要綱

平成 22 年 12 月 13 日 
制定

（設置）

第１条 「大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所と国公私立大学図書

館協力委員会との連携・協力の推進に関する協定書」（以下「協定書」という。）第２条第２項

の規定に基づき、連携・協力推進会議（以下「推進会議」という。）を設置する。

（目的）

第２条 推進会議は、協定書の第２条第１項に掲げる事項について、連携・協力を進めることを

目的とする。

（組 織）

第３条 推進会議の委員館は、大学共同利用機関法人情報・システム研究機構国立情報学研究所

（以下「国立情報学研究所」という。）及び国公私立大学図書館協力委員会の常任幹事館で構成

する。

２ 推進会議の設置期間は、協定書の有効期間とする。

（委員長）

第４条 推進会議に委員長を置き、委員館の代表者の互選によって選出する。

２ 委員長の任期は８月１日から翌年７月３１日までの１年間とする。ただし、再任を妨げない。

（会議開催）

第５条 推進会議は、国立情報学研究所、国立大学、公立大学及び私立大学の各１館を含む委員

館の出席によって成立する。

２ 議事は、出席全委員館の同意をもって決定する。

（ワーキンググループ）

第６条 推進会議は、必要に応じワーキンググループを設けることができる。

２ ワーキンググループの設置要項は、別に定める。

（事務局）

第７条 推進会議の事務局は、国立情報学研究所に置く。

（運営の細目）

第８条 この要綱に定めるもののほか、推進会議の運営に関し必要な事項は、推進会議において

別に定める。

付 則

この要綱は、平 22 年 12 月 13 日から施行する。 
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大学図書館コンソーシアム連合 運営委員会規程

平成 23 年 1 月 25 日 
制         定

改正 平成 23 年 7 月 15 日 

（設置）

第１条 連携・協力推進会議の下に、運営委員会（以下「委員会」という。）を置く。

（目的）

第２条 委員会は、協定書の第２条第１項に掲げる事項のうち、「バックファイルを含む電子ジャ

ーナル等の確保と恒久的なアクセス保証体制の整備」に関する事項を企画・立案し、電子ジャ

ーナル・コンソーシアムの運営を行うことを目的とする。

（組 織）

第３条 委員会は、委員により組織する。委員は次の各号に掲げる者をもって組織する。

一 国公私立大学図書館の職員

二 国立情報学研究所の職員

三 その他連携・協力推進会議の委員長が必要と認めた者

２ 委員は、連携・協力推進会議の委員長が委嘱する。

３ 第２条の目的を達成するために、必要に応じて委員会の下に協力員を置くことができる。協

力員は第３条第１項に掲げる者とし、運営委員会が指名し、連携・協力推進会議の委員長が

委嘱する。

（任期）

第４条 委員および協力員の任期は、８月１日から翌年７月３１日までの１年間とする。ただし、

再任を妨げない。

（委員長）

第５条 委員会に委員長を置き、委員の互選によって選出する。

２ 委員長の任期は、８月１日から翌年７月３１日までの１年間とする。ただし、再任を妨げな

い。

（庶務）

第６条 委員会の庶務は、国立情報学研究所学術基盤推進部図書館連携・協力室において処理す

る。

（雑則）

第７条 この規程に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は、委員会において別に

定める。

付 則

この規程は、平成 23 年 1 月 25 日から施行する。 
平成 23 年 7 月 15 日一部改正 
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資料1

科学技術・学術審議会学術分科会

研究環境基盤部会学術情報基盤作業部会

（第53回）平成24年7月1 3日（金）

学術情報の国際発信・流通力強化に向けた

基盤整備の充実について（案）

平成24年7月

科学技術・学術審議会学術分科会研究環境基盤部会

学術情報基盤作業部会
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